
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



  

 

 

 

 

 

  

 

 

新たな防火規制とは、地域の防火性を高めることを目的

に、燃えにくい建物の建築を義務付ける規制手法のことで

す。そのため、区域図に示した準防火地域（  ）におい

ては、原則として、準耐火建築物以上の耐火性能をもった

建物とすることが求められます。防火地域（商店街沿道地

区）については、規制の内容は変わりません。 

 

富士見台駅北部地区地区計画（素案）および新たな防火規制（素案）の概要 

２                                                      ３ 

 

 

１．【区画道路や地区公園の整備】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．【商店街沿道地区】 
■土地利用の方針：地域住民の日常生活を支える生活拠点にふさわしい、生活利便性が高く、安全・

安心に買い物等ができる連続した商業空間を形成する。 

■地区計画の主な内容：街並み誘導型地区計画を活用し、下図の◎で示すルールを定めます。区域

図のうち    の道路に面する建築物について、道路斜線制限を緩和

し、整形な建物を建てることができるようになります。また、狭小な土地

が新たに生まれないようにします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★街並み誘導型地区計画の導入：  

上記のルールを定めることで、建築基準法で定めら

④公園の新設   区域図： 

《富士見台駅北部地区地区計画（素案）》 

 

《新たな防火規制（素案）》 

《区域図》 

街並み誘導型地区計画の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．【複合住宅地区】 
■土地利用の方針： 

地区全体の防災性を向上させな

がら、良質な市街地環境を形成す

る。なお、事務所や作業所などの

住宅と異なる用途については、周

辺環境との調和を図る。 

 

■地区計画の主な内容： 

・壁面の位置の制限 
（壁面は区画道路の道路境界線を越えて

はいけません。） 

・壁面後退区域における工作物の設

置制限 
（区画道路の区域内に工作物は設置でき

なくなります。） 

・垣またはさくの構造の制限 

・建築物等の形態または色彩その他

の意匠の制限 

 

 

 

４．【駅前近隣商業地区】  

■土地利用の方針： 

生活の利便性を高める商業施設

の立地を促すとともに、店舗と住

宅の調和のとれた環境を保全す

る。 

 

■地区計画の主な内容： 

・垣またはさくの構造の制限 

・建築物等の形態または色彩その他

の意匠の制限 

 

 

 

５．その他 
【商店街沿道地区】および【駅

前近隣商業地区】については、道

路に面する建築物における１階

部分の用途を店舗または事務所

などとする。（努力義務） 

制限の詳細（一部） 

・敷地面積の最低限度を 70 ㎡とし

ます。 
（すでに 70㎡未満の敷地は、現状のまま

利用できます。） 

・区画道路の道路境界線から 0.5ｍ

の部分については、壁面の位置およ

び工作物の設置を制限します。 

 

 

①生活幹線道路Ａ路線の拡幅整備、歩道の設置 
 
区域図： 

 

12ｍ 

7ｍ 2.5ｍ 2.5ｍ 

③北口商店街通りの拡幅および駅から都立四商 
高校方面への道路整備 

 
区域図： 

 

3ｍ 3ｍ 

6ｍ 

※ 延べ面積が 50 ㎡以内の平家建の附属建築物で、外壁およ

び軒裏が防火構造のものならば建築可能です。 

地区計画とは、地区の課題や特徴を踏まえ、地区独自に建物の建て方のルールを定めるまちづくりの手法のことです。 

 

②鉄道沿い道路の拡幅整備、歩道の設置 

 

区域図： 

 

 

 

 

 

 

区域図： 
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その他の制限 
・垣またはさくの構造の制限 

・建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限 

0.5ｍ 

準防火地域 新たな防火規制 防火地域 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


